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平成28年２月29日 

 

各 位 

 

会 社 名 

 

エンカレッジ・テクノロジ株式会社 

代 表 者 名 代表取締役社長 石 井 進 也 

（コード番号：3682 東証マザーズ） 

問 合 せ 先 取締役経営管理部長 川 島 久 男 

（ TEL. 03-5623-2622） 

 

 

株式会社アクロテックの株式の取得（完全子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成28年２月29日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社アクロテック（本社：東京

都千代田区、代表取締役 竹森克博）の全株式を取得し、同社を完全子会社化することについて決議いたしま

したので、お知らせいたします。 

 

１．株式の取得の理由 

 株式会社アクロテック（以下、アクロテック）は、東洋ソフトウェアエンジニアリング株式会社の出資を得

て、竹森克博氏を中心として、平成９年２月に設立した会社であります。業務アプリケーションソフトの開発

や個別アプリケーションの開発で数多くの派遣実績があり、Web システムなどの設計開発に関する高い能力の

人材を保有しております。 

この度、竹森克博氏から、同社の全株式の譲渡提案があり、当社は同氏より同社の全株式を譲り受け、同社

を当社の完全子会社とすることを決定いたしました。当社は、アクロテックの完全子会社化によってソフトウ

エア開発技術者の連携を強化するとともに、アクロテックは、既存事業に加えて、新技術に特化したソフトウ

エアの開発支援を行うなど、相互補完による業容の拡大を企図しております。 

なお、竹森克博氏は、株式譲渡後の適宜の時期に、アクロテックの取締役を退任いたしますが、その後も顧

問として、同社の経営に携わっていく予定であります。 

 

 

２．異動する子会社（株式会社アクロテック）の概要 

（１） 名 称 株式会社アクロテック 

（２） 所 在 地 東京都千代田区外神田5-1-5 国際ビルディング9階 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 竹森 克博 

（４） 事 業 内 容 コンピュータソフトウエアの設計・開発・販売、開発技術者派遣 

（５） 資 本 金 10,000千円 

（６） 設 立 年 月 日 平成９年２月21日 

（７） 大株主及び持株比率 竹森 克博  100.0％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 
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（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 

 純 資 産 143,736千円 157,978千円 173,592千円 

 総 資 産 175,722千円 184,452千円 200,068千円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 718,680円 75銭 789,894円 45銭 867,964円 61銭 

 売 上 高 268,008千円 263,414千円 256,211千円 

 営 業 利 益 14,966千円 13,368千円 10,173千円 

 経 常 利 益 20,470千円 25,863千円 22,002千円 

 当 期 純 利 益 13,714千円 17,242千円 15,614千円 

 １ 株当たり当期純利益 68,570円83銭 86,213円70銭 78,070円16銭 

 １ 株 当 た り 配 当 金 15,000円 －円 －円 

 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 竹森 克博 

（２） 住 所 東京都新宿区 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
当社と当該個人の間に、資本関係、人的関係及び取引関係はありません。 

 

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

－株 

（議決権の数：－個） 

（議決権所有割合：－％） 

（２） 取 得 株 式 数 
200株 

（議決権の数：200個） 

（３） 取 得 価 額 

株式会社アクロテックの普通株式  220,000千円 

アドバイザリー費用等（概算額）   13,000千円 

合計（概算額）          233,000千円 

（４） 異動後の所有株式数 

200株 

（議決権の数：200個） 

（議決権所有割合：100．0％） 

 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成28年２月29日 

（２） 契 約 締 結 日 平成28年２月29日（予定） 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成28年４月１日 （予定） 

 

 

６．今後の見通し 

株式譲渡実行日が来期を予定していることから、本株式取得による当期決算への影響はありません。 

なお、株式譲渡実行日が当期中に変更になる等、当期決算への影響が見込まれる場合は、精査の上、速やかに

開示いたします。 

以 上 

 


